
国立大学法人の業務に関する評価について 

 

 

平成２２年４月８日 
行政刷新（公共サービス改革）担当政務三役 

 

１ 官民競争入札等監理委員会 （以下、当該委員会という。）は、競争の導入

による公共サービスの改革に関する法律（平成 18 年 6 月 2 日法律第 51 号）

に基づき設置され、公共サービス改革推進室が作成する公共サービス改革基

本方針、各行政機関が作成する官民競争入札等の実施要項等について議論を

行なってきた。 

 

２ 当該委員会の議論を経て、これまでに 96 事業で官民競争入札等の導入が決

定（68 事業が入札を実施済）され、また、事業終了時の実績等に関する当該

委員会の議論を踏まえて、公共サービス改革推進室が評価レポート等を公表

している（別紙１）。 

 

３．昨秋の政権交代後、当該委員会における行政刷新担当大臣の指示（平成 21

年 12 月 10 日）によって新たに 11 分野への取組方針が示され、｢国立大学法

人施設の管理運営｣等が見直しの対象に指定された（別紙２）。これを受けて、

本年に入って以降、公共サービス改革推進室が国立大学の業務に関する調査

を実施し、その評価結果について、当該委員会傘下の国立大学法人分科会に

よる議論も踏まえ、今般、公表することとした。 

 

４．当該委員会は公共サービス改革推進室とともに、競争の導入による公共サ

ービス改革の推進に向けて入札等の改善に引き続き注力するとともに、改革に

資する調査結果等について議論を行い、適宜公表していく予定である。 

 

５．行政刷新会議の下では、過日、規制改革分科会がスタートしたが、当該委

員会についても、公共サービス改革の推進に向けて、今後、新たな体制整備を

念頭に置きつつ、所要の組織見直し等を行っていく予定である。 

 

以  上 



別紙１

これまでに実施した公共サービス改革推進室による実績評価事業の一覧

事　　　　業　　　　名 所管省庁 独法
事業実施期間

実績評価
事業開始 事業終了 期間

1 科学技術研究調査（19年度） 総務省 １９年４月 １９年１２月 ９カ月 H20.5.29

2 アビリティーガーデンにおける職業訓練事業 厚労省 雇用・能力開発機構 １９年４月 ２０年３月 １年 H20.8.6

3 私のしごと館における体験事業 厚労省 雇用・能力開発機構 １９年４月 ２０年８月 １年５カ月 H21.2.25

4 経済産業省企業活動基本調査（20年度） 経産省 ２０年４月 ２１年３月 １年 H21.8.20

5 社会福祉施設等調査及び介護サービス施設・事業所調査（20年度） 厚労省 ２０年７月 ２１年３月 ９カ月 H21.8.20

6 就労条件総合調査（20年度） 厚労省 ２０年９月 ２１年３月 ７カ月 H21.8.20

7 求人開拓事業（19年度） 厚労省 １９年４月 ２０年３月 １年
H22.1.29

8 求人開拓事業（20年度） 厚労省 ２０年４月 ２１年３月 １年

9 森林技術総合研修所庁舎の管理・運営業務 農水省 ２１年４月 ２２年３月 １年 H22.3.31

10 木材流通統計調査のうち木材価格統計調査 農水省 ２０年１１月 ２２年１２月 ２年２カ月 H22.3.31

11 牛乳乳製品統計調査 農水省 ２０年１１月 ２３年１月 ２年３カ月 H22.3.31

12 生鮮食料品価格・販売動向調査 農水省 ２０年１１月 ２３年２月 ２年４カ月 H22.3.31

13 登記簿等の公開に関する事務（20年度） 法務省 ２０年４月 ２３年３月 ３年
H22.3.31

14 登記簿等の公開に関する事務（21年度） 法務省 ２１年４月 ２３年３月 ２年



別紙２ 

 

 

 

公共サービスの見直しの進め方 
 

 

 平成２３年度以降の事業について、質の向上とコスト低減の２つの観

点から、公共サービスの見直しを本格的に進める。 

 

 このため、来年６月までに対象事業の選定を行い、公共サービス改革

基本方針を取りまとめる。主な対象分野は、以下のとおり。 

 

 （市場化テストの導入により効果が見込まれる分野） 

  １．施設管理 
     霞ヶ関所在８庁舎、防衛省本庁舎等（※）一般庁舎の管理運営 

自衛隊施設、国立大学法人施設の管理運営 

  ２．統計調査 
     郵送調査で事業者が対象の統計調査 

 

 （民間活用手法に改善が必要な分野） 

  ３．公物管理    
     道路、河川・ダム、空港施設等の維持管理 

     国有林の間伐  

   国営公園、国民公園、国立公園の維持管理 

４．財務局の普通財産の管理処分等業務   

  ５．米の売買管理 

  ６．防衛装備品の補給・維持  

 

 （官と民の仕分けが十分できていない分野） 

  ７．物品調達・管理業務、旅費業務 

  ８．警察通信関係業務 

  ９．供託 

  １０．国立大学法人の事務 

 

 （地方公共団体の市場化テスト） 

  １１．導入を促進するための積極的取組 

 
※他に、総務省第２庁舎、財務局管理庁舎、税関管理庁舎、国税局管理庁舎を対象。 
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